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昇を続け、例えば東莞市や中山市などでは 2001年に 430人民元だった最低賃金は 2013年には
1,310元と 3倍強まで増加している。二つに人民元高で、中国の為替政策は 2004年まで固定相場制
がとられ、ドル対人民元レートは 8.28元／㌦の固定相場制であった。しかし、管理変動相場制に

































































































 最終製品 （量産）部品 
生産数量 多品種少量生産 大量生産 


















































































































円）  内販分（比率） 輸出分 
2009 293 0（ 0.0％） 293 1,533 191 
2010 338 8（ 2.4％） 330 1,249 271 
2011 304 37（12.2％） 267 951 319 













































（同 35秒）。これら 3工程（合計 80秒）を 3名で行っていたのだが、成形機に自動搬送器と溶着器























て、2012年の中国での 1人当たりの年間売上は 564千人民元（約 790万円）である。これは既に
自動化・省力化を導入する日本の 2,100万円の 4割弱の水準である。計画としては 3年で 1人当た
りの年間売上を日本の約 6割、金額にして 1,200万円程度まで上げる。これに従業員 60名を乗ず



























































2　 2014年 3 月 10 日付の中国人民銀行公表の基準値。
3　 A社データは 2013年 3月 5日、中国現法の総経理に、7月 17日、日本本社の常務取締役に、また B社
データは 2013年 2月 26日と 8月 8日、日本本社の代表取締役に、3月 4日、中国現法の董事総経理に
実施したヒアリング調査に基づくものである。
4　 労働者の勤続年数が 10年を超えた場合、企業側に終身雇用を求めた「労働契約法」と「経済補償金」
（退職金）の支払いが義務付けられたことがある。
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